
【資料３】

芦屋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を 

定める条例（案）の一部改正について 

１ 改正の趣旨 

地域包括支援センターにおける人員確保の対応として職員配置の柔軟化をする

等のため（第３条関係） 

２ 内 容 

（１）常勤換算方法による職員配置 

地域包括支援センター運営協議会が、第１号被保険者数及び地域包括支援セ

ンターの運営状況を勘案し必要と認めるときは、常勤換算方法（※）により、

常勤の３職種（保健師、社会福祉士及び主任介護支援専門員その他これらに準

ずる者をいう。以下同じ。）の職員を置くことができる。 

※ 常勤換算方法とは、当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を

当該地域包括支援センターにおいて常勤職員が勤務すべき時間数で除する

ことにより、当該地域包括支援センターの職員数を常勤職員の員数に換算す

る方法をいう。 

常勤換算方法による職員配置（例） 

職員Ａ    主任介護支援専門員等  週５日勤務＝１．０人（常勤） 

職員Ｂ    社会福祉士等      週５日勤務＝１．０人（常勤） 

職員Ｃ    保健師等        欠員状態 

職員Ａ 主任介護支援専門員等 週５日勤務＝１．０人（常勤） 

職員Ｂ 社会福祉士等     週５日勤務＝１．０人（常勤） 

職員Ｃ 保健師等       週３日勤務＝０．６人  １．０人（常勤換算） 

職員Ｄ 保健師等       週２日勤務＝０．４人 

（２）複数拠点で合算して３職種を配置 

配置基準の原則にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括

支援センターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援セ

ンターが担当する区域を一の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数に

ついて、おおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに３職種の常勤職員

の員数を当該複数の地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内

の一の地域包括支援センターがそれぞれ常勤職員の配置基準を満たすものと

する。この場合において、当該区域内の一の地域包括支援センターに置くべき

常勤職員の員数の基準は、３職種のうちから２人とする。 
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